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1―はじめに
　経済財政政策の方向性を示す今年の

「骨太方針」では、国が自治体に対し、策定

を義務付けている行政計画を最小限にす

る考え方が示された。国が自治体に策定

を課している行政計画の数が近年増加し、

自治体の負担が増えているため、自治体

の自由度を広げる狙いがある。

　ただ、この問題は以前から論じられてき

た経緯があり、計画数が増える背景などを

深堀りする必要がある。

　本稿は筆者の関心事である医療、介護

関係を中心に、自治体の行政計画に関す

る論点を探る。

2―骨太方針の記述
　6月の骨太方針では、国が自治体に対し、

策定を義務付けている行政計画に関して、

「真に必要な案件」にとどめる方向性が示

された。

　ただ、この問題は2008年12月の地方

分権改革推進委員会勧告から論じられて

いる。それにもかかわらず、「～計画を策定

する」といった法律の条文を通じて、自治

体に計画策定を義務付ける法律が増勢傾

向にあり、見直しの必要性が骨太方針に盛

り込まれた。今後、政府内での調整が年末

に掛けて進む見通しだ。

3―なぜ計画数が増えるのか
　では、なぜ計画数が増えるのだろうか、

医療・介護に限らず、多くの領域では国が

施策を企画立案し、自治体が執行する役

割分担になっており、各省が施策を充実さ

せようとすると、自治体に課される計画数

が増える構造がある。

　これを筆者の関心事である医療や介護

の領域で見ると、医療計画、介護保険事業

計画など様々な計画策定が義務付けられ

ており、最近も新型コロナウイルスを踏ま

え、都道府県が策定している医療計画に、

新興感染症対応が追加された。

　もう一つの要因として、議員立法の影響

も挙げられる。例えば、2018年に成立し

た循環器病対策基本法では、都道府県に

計画策定義務を課している。

　さらに、認知症の人の権利・尊厳確保や

関連施策の強化を図る認知症基本法案も

現在、国会で議論が進んでおり、2019年

に提出された与党案では、都道府県と市

町村に対し、計画策定の努力義務を課す

条文が盛り込まれている。

4―必要、不必要の判断は可能か
　だが、こうした判断が計画策定に関する

自治体の負担を増やしており、今回の骨太

方針の文言に繋がった。以上の点を踏まえ

ると、国レベルでは「国全体で施策を拡充、

展開するため、計画策定義務を課したい」

と考える傾向が見られるのに対し、自治体

は「負担を減らしたい」「自由度を確保した

い」と主張しており、この意見対立の解決

は容易ではない。

　しかも、骨太方針で示されているような

絞り込みも極めて困難である。例えば、筆

者は国による認知症基本法の制定と、自

治体による認知症施策の計画策定と根拠

となる条例制定を通じて、認知症の施策

が地域で進むことが重要と考えている。

　一方、循環器病対策推進計画について、

当初は必要性に疑問を持っていたが、「心

疾患、脳血管疾患は死因の計2割。だから

対策が必要」「都道府県の計画策定に関し

て、アウトカム（成果）までの経路を明らか

にするロジックモデルを使い、関係者の合

意形成が図られている」という関係者の説

明を聞き、「要らないのでは」と即断した不

明を反省している。

　それでも「認知症施策・ケアの方が重要」

と考えており、循環器病対策を重視する人

から批判を受けるかもしれない。

　つまり、「何が必要か」という判断は個々

人の認識で大きく異なるため、「真に必要

な案件」の線引きは困難である。

　だからこそ10年以上も是非が論じられ

ているのに、逆に策定義務の対象計画が

増えていると言える。

5―おわりに～今後に向けて～
　現実的に「真に必要な案件」の絞り込み

が難しい以上、自治体の裁量を広げること

で、問題解決を図る方法が考えられる。例

えば、骨太方針が挙げている通り、別の類

似計画に包摂させることを認める制度改

正とか、複数の自治体による計画の共同

策定の容認などが想定できる。

　さらに、少し遠回りになる選択肢だが、

国の制度を上手く活用しつつ、地域の実情

に応じた施策を推進できる自治体職員の

育成も欠かせない。現実的な課題解決策

が国、自治体ともに求められる。
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